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情報通信技術（ICT）の進展により，交通量や旅行速度などの道路交通データが詳細かつ大量に取得可

能になっている．一方，膨大なデータを適切に管理し，必要なデータを効率よく検索・活用できる環境の

構築が課題として顕在化している． 
本研究は，全国の多様な道路交通データの効率的な蓄積・活用環境となる「道路交通調査プラットフォ

ーム」の構築を進めている．本稿は，道路交通データの活用場面や活用ニーズに基づいて抽出した同プラ

ットフォームの要件となる登録・蓄積の対象データ，具備すべき機能，持続的な運用の実現に必要な制

度・運用面の留意事項などの検討状況を報告する． 
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1. はじめに 

 

社会情勢や交通実態に即した戦略的な道路行政サービ

スを展開していくには，多様な道路交通データに基づく

多角的な対策の検討が必要となる．そのため，国土交通

省では，道路交通センサス1), 2)や常時観測調査により，

交通量および旅行速度などの道路交通データを収集して

いる3)． 

昨今の情報通信技術（ICT）の進展により，高度な分

析に活用できるデジタル化された道路交通データが取得

可能になっている一方，膨大なデータを適切に管理し，

必要なデータを効率よく検索・活用できる環境の早期構

築が課題として顕在化している．この課題は，道路政策

のあり方を審議している社会資本整備審議会道路分科会

の基本政策部会の提言でも“道路利用者の視点に立った

ニーズの把握を目的として，地方公共団体も含めて道路

交通調査結果を共有し，道路交通データの組合せにより

総合的な分析を容易にするための情報プラットフォーム
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の構築”として示唆されている． 

道路管理者は，現場で直面している様々な課題への対

応策の検討に道路交通データを活用している．例えば，

交通状況変化の要因分析，予算要求資料の作成，新規路

線開通後の広報資料の作成や道路整備効果の把握（事業

評価・再評価）などが挙げられる．しかし，道路交通デ

ータの詳細な活用方法は，各地域や各場面のそれぞれで

多様なため，効果的な活用方法，データ利用時の課題や

内在するニーズなどを体系的に整理できていない状況に

ある．この実態を踏まえつつ，前述の課題を解決するに

は，基本政策部会でも示唆されているように，道路管理

者が道路交通データを共有し，効率的に活用するための

プラットフォームの早期構築が必要である． 

こうした社会情勢の下，本研究の目的を全国の多様な

道路交通データの効率的な蓄積・活用環境となる「道路

交通調査プラットフォーム（以下，「調査PF」とい

う．）」の構築とした．本稿は，道路交通データの活用

場面や活用ニーズに基づいて抽出した調査PFの要件と

なる登録・蓄積の対象データ，具備すべき機能，持続的

な運用の実現に必要な制度・運用面の留意事項などの検

討状況を報告する． 

 

 

2. 道路交通データに係わる現状分析 

 

 本研究は，調査PFの全体像や要件を定義するため，

道路交通データの詳細や既存システムの現状を調査し，

調査PFへのニーズを抽出した． 

 

(1) 道路交通データ及び既存システムの現状 

a) 道路交通データの現状 

道路管理者が利用している主要な道路交通データとし

ては，道路交通センサス（道路状況，交通量および旅行

速度），交通調査基本区間，旅行速度（民間プローブデ

ータ）および交通量（常時観測データや個別の交通量調

査結果〔市町村道データ，交差点交通量を含む〕）が挙

げられる．本研究は，これらの道路交通データを対象に，

適用されている規程，収集プロセス，保管状況，保管期

間，ファイル形式，データサイズおよび現行の運用にお

ける課題などを整理した．表-1は整理結果の概要を示し

ており，この整理の過程で得た主な課題を以下に示す．  

・旅行速度データ（民間プローブデータ）は，国土技術

政策総合研究所と全国の地方整備局等，地方整備局等

と国道事務所との間で個別にファイルサイズの大きい

データセット（表-1参照）を毎月授受しており，デー

タ交換や管理が非効率である． 

・外部の方から，過去の道路交通センサス結果の問合せ

があった場合，データの検索に時間を要し対応に苦慮

している． 

・災害などで近隣道路の交通状況を至急確認する必要が

ある場合，組織間のデータ授受に時間を要してしまう． 

b) 既存システムの現状 

これまで道路行政に関する様々なシステム（プラット

フォーム）が構築されている．上田ら4)の調査によると，

現状の道路管理システムは，現場の個別ニーズに対応し

て整備してきており，業務毎の個別システムが複雑に絡

み合い，非効率な運用になっていると指摘している． 

 

表-1 道路交通データの整理結果 

分類 
適用されている 

規程 

内訳 

（Q-x，V-xは様式番号を指す）

ファイル

単位

更新・

登録時期

更新・

登録者

ファイル 

形式 

実データ 

サイズ 

(1年分) 

保管期間 

交通調査基本区間 
データ 

交通調査基本区間設定要綱 
交通調査基本区間標準 

交通調査基本区間データ 

全国 毎年 国総研 
MDB 20MB 当該年度4月1日時点の

データベースを更新 
分割履歴テーブルを作成基本交差点標準 基本交差点データ MDB 20MB 

道路交通センサス 
データ 

平成22年度道路交通センサス 
一般交通量調査実施要綱 

マスターファイル一式 
地方 

整備局等
約5年に 

1度 
国総研 

CSV 10MB 

規定なし 箇所別基本表 
都道 
府県 

XLS 50MB 

時間帯別交通量表 XLS 20MB 

トラカンデータ 
（交通量） 

交通量調査実施要綱 

常時観測データ計測値 Q-8 
地方 

整備局等
毎月 

地方 
整備局等

MDB 

25GB 

5年分 
（即時利用可） 
25年間（外部 
記録媒体など） 

交通調査基本区間 
交通量データ 

Q-11 MDB 

都道府県別月別 
平均交通量 

Q-13 
都道 
府県 

MDB 

プローブデータ 
（旅行速度） 

旅行速度調査実施要綱 

旅行時間の原データ V-1 

都道 
府県 

毎月 国総研 CSV 

200GB 

5年分 
（即時利用可） 
25年間（外部 
記録媒体など） 

都道府県別の月別平休別 
時間別の旅行時間 

V-3 

毎月 
地方 

整備局等

MDB 

日別時間別の旅行速度 
及び旅行時間データ 

V-4 MDB 

個別調査データ － 
個別調査（交差点方向別／断面

交通量） 
（任意） （不定期）

調査 
実施主体

（任意） － － 
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システムが効果的に活用されていない先例を見ると，

次のような課題が挙げられる． 

・システムの主たる利用対象者以外の関係者も含め，す

べてのニーズに対応した機能を実装し，操作性が損な

われている． 

・運用ルールが十分徹底されなかった結果，データ更新

が継続的に実施されず，鮮度が確保できていない．ま

た，システムが活用されない事態に陥っている． 

この先例を教訓にすると，調査PFを効果的かつ持続

安定的に運用していくには，システムの機能のみを対象

とせず，道路交通データの登録や更新に係わる運用や制

度も対象にした要件を明らかにしていく必要がある． 

 

(2) 調査PFへのニーズの抽出 

 調査PFで具備すべき機能の検討にあたり，道路交通

データの利用者（道路管理者や民間企業）へヒアリング

やアンケートを実施し，調査PFへのニーズを抽出した． 

a) ヒアリング調査の概要 

 調査PFの利用候補者となる地方整備局，国道事務所

や地方公共団体の担当者に対し，道路交通データの収

集・蓄積の現状，先進的な活用事例，調査PFや道路交

通データの活用に係わるニーズや課題などを確認するヒ

アリング調査を実施した． 

b) アンケート調査の概要 

 道路管理者からの委託により実際に道路交通データを

用いた集計・分析・資料作成などを行っている民間企業

に対し，道路交通データの利用方法や利用に際して苦労

していることなどを確認するアンケート調査を実施した． 

c) 調査結果 

 各調査の結果として，道路交通データの活用場面は，

事業評価・再評価，予算要求資料の作成，新規路線開通

後の広報資料の作成や通常期の交通量変化の要因分析

（月報）などが挙げられ，幅広く活用していることが明

らかとなった．また，調査PFに係わるニーズの整理結

果を表-2に示す．調査PFでは，静的なデータの利用，道

路管理者特有のデータ検索方法およびシンプルなファイ

ル形式での提供などのニーズが得られた． 

 

 

3. 道路交通調査プラットフォームの機能要件 

 

(1) 道路交通調査プラットフォームの全体像 

 前項までの結果から，調査PFの全体像を図-1のとおり

設定した．各構成の詳細は以下a)～d)にて述べる． 

 

表-2 調査PFへの主なニーズ 

分類 ニーズ

データの更

新・利用 

・道路交通データの規程集の利用 

・過去の道路交通センサスデータの利用 

・DRMと交通調査基本区間対応表の利用 

・交通渋滞，交通事故，環境，維持管理，災害，気象などのデ

ータの利用 

・平時の交通状況を把握するための月一回のデータ更新 

・事故発生時など有事のデータは実測するため，リアルタイム

でのデータ更新は不要 

・都道府県・政令市単位などの集計値の算出 

・地方整備局等・事務所・出張所間などでのファイルの交換 

データの検

索・可視化 

・交通調査基本区間単位での検索 

・地図表示による調査地点の検索 

・特定日，特定時間帯，特定地点などでの検索 

・交通調査基本区間単位の道路交通データの一覧表示 

 （12時間／24時間交通量，昼夜率，混雑度など） 

ファイル形式

・任意に加工可能な登録ファイルそのものの出力 

・エクセル，アクセスにアウトプット可能なファイルでの出力 

・カテゴリ別集計データの出力 

 

各種道路交通データ 登録データの活用場面道路交通調査プラットフォームの主な機能

道路交通調査
プラットフォーム

交通量の月報作成

道路整備効果の把握
予算関係資料の作成

平均旅行速度の向上

整備前 整備後

トラカンデータ
（交通量）

プローブデータ
（旅行速度）

道路交通センサスデータ

交通調査基本区間データ・
基本交差点データ

個別調査データ

登録 出力

■道路管理者は、活用場面に
応じて、必要なデータをダ
ウンロードして活用

■交通調査基本区間の更新により、常に最
新の道路ネットワークを把握し、各種
データを管理

■全国統一的に整理されたデータのうち、
活用ニーズが高いデータを登録

登録・蓄積

検索

出力

・各種道路交通調査データを登録･蓄積

・登録データの一覧表示
・登録データの調査対象を地図表示

・年度や都道府県、道路種別等の指定に
より登録データを検索

・登録データを選択・一括ダウンロード
※各データは別途作成（データ作成はPFの対象外） ※用途に応じて加工・集計（PFの対象外）

電子国土を
活用した検索

 
図-1 道路交通調査プラットフォームの全体像 
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a) 調査PF構築の基本方針 

 調査PF構築の基本方針を以下のとおり設定した． 

・各データを効率よく集約する情報技術と登録・活用の

制度設計をセットで検討する． 

・道路管理者が収集・活用する道路交通調査に係わる最

新データを一元管理する． 

・現場ニーズに応じたシンプルな機能と操作性とする． 

・当初は活用場面を広げすぎることなく，対象とする活

用場面を設定し，そこで必要なデータを提供する． 

・関係者とのデータ交換やデータ管理の煩雑さを解消で

きるものとする． 

b) 調査PFに登録する道路交通データ 

 活用ニーズを踏まえ，調査PFに登録する道路交通デ

ータは以下のとおりとした． 

・交通調査基本区間データ・基本交差点データ5) 

・道路交通センサスデータ（一般交通量調査） 

・トラカンデータ（交通量） 

・プローブデータ（旅行速度） 

・個別調査データ（各国道事務所で個別に調査した交通

量調査データなど） 

・その他，各種規程類 など 

c)  道路交通データの活用 

 道路管理者が活用場面に応じて，最新データをダウン

ロードできるものとした．また，以下に示す2つの活用

場面に必要なデータ提供の実現を目指すこととした． 

・交通量の月報作成 

 －管理路線の交通現況を把握し，マクロ的な視点から

交通状況の変化や課題箇所などを把握する． 

 －年末・年始の交通量などを定期的に情報発信するこ

とで，国民の道路行政に関する理解を深める． 

・課題箇所の抽出・予算関係資料の作成・道路整備効果

の把握 

 －最新データを元に交通現況を把握し，課題箇所の抽

出や要因分析を行う． 

 －事業の必要性を検討し，予算関係資料（事業評価資

料，事業再評価資料）を作成する． 

 －新規に路線を供用した場合や渋滞対策などを実施し

た場合の効果を分析する． 

d) 調査PFが具備すべき機能 

調査PFは，現場ニーズに応じたシンプルな機能と操

作性を実現するため，データの登録・削除機能，地図検

索機能，出力機能および管理機能に分類した．各機能の

詳細は次節にて述べる． 

 

(2) 機能要件の定義 

 2.の調査結果や3.(1)の検討結果から，各機能の重要性

に応じた3段階のレベルを設定し（表-3），調査PFが具

備すべき機能を整理した（表-4）．調査PFに具備すべき

主な機能を以下に示す． 

a) 登録・削除機能 

 道路管理者が保有する各種道路交通データのファイル

を登録・削除する．登録データを作成する機能，登録デ

ータを加工・分析する機能は調査PFの対象外とする． 

b) 地図検索機能 

 地名，主要施設名や路線名などからデータを検索し，

該当箇所を地図上に表示する．検索結果に合わせて交通

調査基本区間ネットワークを表示する．また，交通調査

基本区間，常時観測地点や個別の交通量調査データの検

索結果から，位置情報や登録済みデータの一覧表を表示

する．なお，背景地図の表示や操作，地理識別子での検

索は，電子国土Webシステム6)を使用する． 

 

表-3 機能要件レベルの設定 

レベル 重要度 説明 

必須 高 
道路管理者の活用事例や活用ニーズから必ず具

備する機能，最低限必要な機能． 

具備が望ましい 中 
利用者の活用利便性の向上を考慮すると，具備が

望ましい機能． 

具備すると便利 低 
利用者の活用利便性の向上を考慮すると，具備す

ると便利な機能．付加的な機能． 

 

表-4 調査PFの主な機能要件 

大分類／小分類 重要度 機能の説明 

登
録
・削
除
機
能 

道路交通データの登録 
高 ファイル単位で登録 

中 基本区間単位のデータをデータベースに登録 

個別調査データの登録 
高 

個別調査データと各業務の代表的な位置情報（緯

度経度）を登録 

中 
個別調査データと各業務で調査した全地点の位置

情報を登録 

その他データの登録 
（規程類，交通事故，気

象データなど） 

高 ファイル単位で登録 

低 各データをデータベースに登録 

地
図
検
索
機
能 

地図上での検索 
高 

交通調査基本区間，地名，主要施設，距離標など

による検索 

中 基本交差点やDRM位置情報などによる検索 

調査データによる検索・

表示 
低 データベースに登録した事故データなどによる検索

表示機能 

高 背景地図（電子国土）の表示（拡大・縮小，移動） 

高 
交通調査基本区間ネットワーク，常時観測地点など

の表示 

高 
選択基本区間などを含む県などのデータ登録状況

一覧表の表示 

中 交通調査基本区間と紐付くデータの一覧表示 

低 その他データの一覧表示 

出
力
機
能 

登録ファイルを出力 高 
登録したファイルの形式で出力（地方整備局別，月

別など） 

基本区間単位 
データなどを出力 

中 基本区間と紐付くデータの出力 

低 データベースに登録したその他データの出力 

集計表の出力 低 集計結果整理表などの出力 

管
理
機
能 

ユーザー管理 高 
パスワードや権限の設定，登録・削除，出力などの

履歴管理 

データ管理 高 登録データの様式，付加情報の管理 
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c) 出力機能 

登録状況一覧からデータを出力する．2.で抽出したニ

ーズを踏まえ，登録データ（ファイル）をそのままダウ

ンロードする． 

d) 管理機能 

 ユーザー管理，登録対象データの種類やデータ毎の利

用制限の管理，履歴の管理などの機能を提供する．デー

タの不正利用などを防止するため，ユーザ管理を行う． 

 

(3) 調査PFの画面イメージ 

 調査PFの画面イメージを図-2 ～図-5に示す．図-2はメ

インメニューであり，調査PFにアクセスすると最初に

表示される画面である．この画面から「登録状況一覧・

出力（図-3）」「地図検索・出力（図-4）」「登録・削

除（図-5）」に遷移することができる．各画面の機能を

以下に示す． 

・登録状況一覧・出力：(2)c)に示す出力機能を提供する．

図-3は，地方整備局等で実施された個別の交通量調査

データの登録状況の表示例を示している． 

・地図検索・出力：(2)b)に示す地図検索機能および(2)c)

に示す出力機能を提供する．図-4は常時観測地点の表

示例を示している． 

・登録・削除：(2)a)に示す登録・削除機能を提供する．

図-5は交通量データの登録画面例を示している． 

 

 

図-2 メインメニュー 

 

図-3 登録状況一覧・出力のイメージ 

 

(4) 運用規程 

 調査PFへの道路交通データの登録および更新を確実

に行うために，次に示す運用案を整理した． 

a) 道路交通データの登録者および登録頻度 

 調査PFに登録する道路交通データの管理者は，デー

タ毎に異なる．このため，登録および更新作業は各デー

タの管理者が行う．登録頻度は，それぞれの道路交通デ

ータの更新頻度に応じて個別に設定する． 

b) 登録データの作成 

 道路交通データ（個別の交通量調査データを除く）は，

通常業務内（主に常時観測調査）で作成するので，調査

PFに登録するデータの作成作業は基本的に発生しない．

一方，地方整備局等で実施している個別の交通量調査デ

ータは，調査業務毎に電子成果品から必要な情報のみを

抽出して登録する必要がある．  

c) データ毎の登録状況の確認 

 調査PFへの道路交通データの登録は，データの管理

者に一任することから，システム管理者が定期的に登録

状況を確認する． 

d) 利用促進の通知 

 システム管理者は，登録・削除履歴を定期的に確認す

る．利用状況より登録・削除機能を利用していないデー

タ管理者に通知し，調査PFの利用を促進する． 

 

 

 

図-4 地図検索・出力のイメージ 

 

図-5 登録・削除のイメージ 
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図-6 調査PFの各機能の関係 

(5) 要件定義書（素案）の作成 

 (1)～(4)までの整理結果を元に，各機能要件，運用規

程および非機能要件などを整理して調査PFの要件定義

書（素案）を作成した．調査PFを構成する各機能の関

係は図-6のとおり，関係者で共通認識を持てるように

UML（Unified Modeling Language）を用いて整理した．図

の実線は機能間の関連，破線矢印は外部システムやデー

タとの連携を表している．実線枠の機能は必須，点線枠

の機能は具備が望ましい機能を表している（表-3参照）． 

 その他のユースケース図の例として，(2)a)登録・削除

機能を図-7に示す．図に示すとおり，道路交通データの

登録・削除の振る舞いと担当者を定義している． 

 
4. おわりに 

 

 本研究は，全国の多様な道路交通データの効率的な蓄

積・活用環境を実現する調査PFの構築に向け，道路交

通データの利用者のニーズや現状の課題を整理した．次

に，調査PFの具備すべき機能に加え，制度・運用面の

要件を検討した．その結果を元に，調査PFの全体像，

機能要件や運用規程などを要件定義書（素案）としてと

りまとめた． 

 著者らは，より現場のニーズに即した調査PFの構築

を目指し，引き続き道路管理者などとの意見交換を行い，

要件定義書（素案）を更新する予定である．さらに，要

件定義書に準じた調査PFのプロトタイプを設計・開発

し，試行運用により有用性の検証を行う予定である． 
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図-7 ユースケース図：登録・削除機能（概要） 
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